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労 働 関 係 法 令 に つ い て

01 シフト制

◆定義

◆問題点

◆トラブル防止策
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シフト制

労働契約の締結時点では

労働日や労働時間を確定的に定めず

一定期間(1週間、1か月など)ごとに作成される

勤務割や勤務シフトなどにおいて初めて

具体的な労働日や労働時間が確定するような形態を

「シフト制」とする。

定義
(『「シフト制」労働者の雇用管理を
適切に行うための留意事項』)
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シフト制

問題点
(『「シフト制」労働者の雇用管理を
適切に行うための留意事項』)

〔確定している場合〕

⇒単に「シフトによる」では不十分であり

労働日ごとの始業・終業時刻の明示が必要。

〔確定していない場合〕

⇒原則的な始業・終業時刻の明示。

併せて一定期間分のシフト表の交付。

【始業・終業時刻】
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シフト制

問題点
(『「シフト制」労働者の雇用管理を
適切に行うための留意事項』)

〔確定している場合〕

⇒毎週少なくとも１回

又は４週間を通じて４日以上の休日(起算日必要)。

〔確定していない場合〕

⇒休日の設定に係る基本的な考え方の明示が必要。

【休日】
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シフト制

問題点
(『「シフト制」労働者の雇用管理を
適切に行うための留意事項』)

所定労働日数・労働時間数に応じて

法定の日数の年次有給休暇が発生します。

【年次有給休暇】

「シフトの調整をして働く日を決めたのだから

その日に年休は使わせない」

たとえば…
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シフト制

トラブル防止策
(『「シフト制」労働者の雇用管理を
適切に行うための留意事項』)

1 作成

2 変更

3 設定
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シフト制

トラブル防止策
(『「シフト制」労働者の雇用管理を
適切に行うための留意事項』)

1 作成

• シフトの作成時に、事前に労働者の意見を聞くこと

• シフトの通知期限 例：毎月〇日

• シフトの通知方法 例：電子メール等で通知
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シフト制

トラブル防止策
(『「シフト制」労働者の雇用管理を
適切に行うための留意事項』)

2 変更

• 確定したシフトの労働日、労働時間を
シフト期間開始前に変更する場合の期限や手続き

• シフト開始後、確定していた労働日、労働時間を
キャンセル、変更する場合の期限や手続き

※一旦確定した労働日や労働時間等の変更は
基本的に労働条件の変更に該当し
労使双方の合意が必要である点に留意してください。
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シフト制

トラブル防止策
(『「シフト制」労働者の雇用管理を
適切に行うための留意事項』)

3 設定

• 最大の日数、時間数、時間帯
例：毎週月、水、金曜日から勤務日をシフトで指定

• 目安となる労働日数、労働時間数
例：1か月〇日程度勤務／1週間あたり平均〇時間勤務

• 最低限労働する日数、時間数
例：1か月〇日以上勤務／毎週月曜日はシフトに入る
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年次有給休暇の付与日数

継 続 勤
務 年 数 0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5以上

付 与
日 数 10 11 12 14 16 18 20

週所定労働日数が5日以上

または

週所定労働時間が30時間以上



12/58

年次有給休暇の付与日数

0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5以上

4日
169日～
216日

7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日

3日
121日～
168日

5日 6日 6日 8日 9日 10日 11日

2日
73日～
120日

3日 4日 4日 5日 6日 6日 7日

1日
48日～
72日

1日 2日 2日 2日 3日 3日 3日

週所定労働日数が4日以下
かつ

週所定労働時間が30時間未満

付
与
日
数

週
所定労
働日数

年
所定労
働日数

継 続 勤 務 年 数
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年次有給休暇の付与日数

Aug Sep
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年次有給休暇の付与日数

Apr May AugJun Jul Sep

過去６か月間の労働日数の実績を２倍したものを「１年間の所定労働日数」とみなす
基発0827001号

たとえば…

雇い入れ日：4月１日

６か月間継続勤務

全所定労働日の８割以上出勤

基準日：10月１日の
年次有給休暇の付与日数は？
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年次有給休暇の付与日数

0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5以上

4日
169日～

216日
7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日

3日
121日～

168日
5日 6日 6日 8日 9日 10日 11日

2日
73日～

120日
3日 4日 4日 5日 6日 6日 7日

1日
48日～

72日
1日 2日 2日 2日 3日 3日 3日

付
与
日
数

週
所定労
働日数

年
所定労
働日数

継 続 勤 務 年 数
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02 残業代について

◆割増賃金率の引き上げ

◆深夜・休日労働の取扱い

◆算出事例
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残業代について

割増賃金率の引き上げ

2023年4月1日から月60時間を超える

時間外労働の割増賃金率が引き上げられました。

(1か月の時間外労働とは

1日8時間・1週40時間を超える労働時間のことです)

50％(中小企業の割増賃金率を引き上げ)
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残業代について

深夜・休日労働の取扱い

月60時間を超える時間外労働を

深夜(22：00～5：00)の時間帯に行わせる場合

割増賃金率25％＋時間外割増賃金率50％＝75％

【深夜労働との関係】
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残業代について

深夜・休日労働の取扱い

月60時間の時間外労働時間の算定には

法定休日に行った労働時間は含まれません。

ただし、法定休日以外の

事業所で定める休日に行った労働時間は含まれます。

【休日労働との関係】
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残業代について

具体的な算出事例：1か月の起算日からの時間外労働時間数を累計

➢ 起算日は毎月1日

➢ 法定休日は日曜日

➢ 青字は時間外労働時間数

日 月 火 水 木 金 土

1
5時間

2
5時間

3 4
2時間

5
3時間

6
5時間

7
5時間

8
2時間

9
3時間

10
5時間

11 12
5時間

13
5時間

14 15
3時間

16
2時間

17 18
3時間

19
3時間

20
3時間

21 22
3時間

23
3時間

24
2時間

25
1時間

26
2時間

27
1時間

28
3時間

29
1時間

30
1時間

31
2時間

法定休日労働：35％

時間外労働：25％
(60時間以下)

時間外労働：50％
(60時間超)
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大
法妙

大
京

都
労 働

局
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03 労働条件の明示

◆制度改正のポイント

◆改正の背景
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労働条件の明示
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労働条件の明示

制度改正のポイント

就業場所・業務の変更の範囲の明示1

更新上限の明示2

無期転換申込機会の明示3

無期転換後の労働条件の明示4
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労働条件の明示

制度改正のポイント

就業場所・業務の変更の範囲の明示1

更新上限の明示
2

無期転換申込機会の明示

無期転換後の労働条件の明示

更新上限の新設・短縮の理由説明

転換後の労働条件の決定考慮事項の説明

3
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労働条件の明示

就業場所・業務の変更の範囲の明示1

更新上限の明示
2

無期転換申込機会の明示

無期転換後の労働条件の明示

更新上限の新設・短縮の理由説明

転換後の労働条件の決定考慮事項の説明

制度改正のポイント 対 象 者 タイミング

全ての労働者

契約締結
及び

契約の更新

有期契約労働者
契約締結
及び

契約の更新

有期契約労働者
無期転換権

の
発生する更新ごと

3
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労働条件の明示

改正の背景 就業場所・業務の変更の範囲の明示1

背景1
平成１１年１月29日 基発45号

雇入れ直後の就業の場所及び従事すべき業務を

明示すれば足りるものであるが、

将来の就業の場所や従事させる業務を併せ

網羅的に明示することは差し支えないこと。
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労働条件の明示

⚫ 非正規雇用の労働者については

その比率が90年代後半から2000年代前半にかけて増加

⚫ 女性の社会進出や、それに伴う共働き世帯の増加等に伴い

仕事と生活の調和を求めるなど労働者の就業意識が多様化

平成26年7月「多様な正社員」普及・拡大のための有識者懇談会 報告書

背景2

改正の背景 就業場所・業務の変更の範囲の明示1
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労働条件の明示

多様な正社員の導入理由

⚫ 優秀な人材を確保するとともに、従業員の定着を図るため

⚫ 仕事と生活の調和を支援するとともに、女性社員が幅広い

業務に従事できるような環境整備のため

平成26年7月「多様な正社員」普及・拡大のための有識者懇談会 報告書

背景3

改正の背景 就業場所・業務の変更の範囲の明示1
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労働条件の明示

「いわゆる正社員」と「非正規雇用の労働者」という

二極化した働き方の見直し

平成26年7月「多様な正社員」普及・拡大のための有識者懇談会 報告書

背景4

改正の背景 就業場所・業務の変更の範囲の明示1
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労働条件の明示

職務、勤務地または労働時間を限定した

「多様な正社員」の普及を図ることが重要

平成26年7月「多様な正社員」普及・拡大のための有識者懇談会 報告書

背景5

改正の背景 就業場所・業務の変更の範囲の明示1
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労働条件の明示

職務や勤務地の限定をめぐる紛争を未然に防止し、

将来の予測可能性を高める一助として、限定がある場合は

その旨と限定の内容について当面のものか、将来的にも

限定されたものか明示していくことは重要

平成26年7月「多様な正社員」普及・拡大のための有識者懇談会 報告書

背景6

改正の背景 就業場所・業務の変更の範囲の明示1
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労働条件の明示

労働条件通知書の記載例

1. 就業場所・業務に限定がない 2. 就業場所・業務の一部に限定がある

3. 変更が想定されない 4. 一時的に異動や業務が限定される

就業場所・業務の変更の範囲の明示1制度改正のポイント
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労働条件の明示

就業場所

（雇入れ直後）
山科事業所

（変更の範囲）

原則、京都市内

（ただし、関西圏内に事業所が新設された場合、希

望に応じて当該事業所に異動することがある。関西

圏とは、、、以下略）

労働条件通知書の記載例 2. 就業場所・業務の一部に限定がある

就業場所・業務の変更の範囲の明示1制度改正のポイント



35/58

労働条件の明示

従事すべき業務

（雇入れ直後）
介護業務

（変更の範囲）介護業務、介護事務

（介護業務とは、入所者の着替え、食事、入浴及び

排泄の介助等を行うものであり、介護事務とはレセ

プトの作成等介護業務に関連する事務作業一切をい

う。）

労働条件通知書の記載例 2. 就業場所・業務の一部に限定がある

就業場所・業務の変更の範囲の明示1制度改正のポイント
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労働条件の明示

就業の場所及び従事すべき業務の変更の範囲の明示について

「変更の範囲」とは、当該労働契約の期間中における

変更の範囲を指すと解してよいか。
Q

令和5年改正労働基準法施行規則等に係る労働条件等に関するＱ＆A

就業場所・業務の変更の範囲の明示1制度改正のポイント
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労働条件の明示

令和5年改正労働基準法施行規則等に係る労働条件等に関するＱ＆A

就業の場所及び従事すべき業務の範囲とは

当該労働契約の期間中における変更の範囲を意味する。A

就業場所・業務の変更の範囲の明示1制度改正のポイント
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労働条件の明示

就業場所・業務の変更の範囲の明示1

更新上限の明示
2

無期転換申込機会の明示

無期転換後の労働条件の明示

更新上限の新設・短縮の理由説明

転換後の労働条件の決定考慮事項の説明

制度改正のポイント 対 象 者 タイミング

全ての労働者

契約締結
及び

契約の更新

有期契約労働者
契約締結
及び

契約の更新

有期契約労働者
無期転換権

の
発生する更新ごと

3
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労働条件の明示

法令1

更新上限の明示
2

更新上限の新設・短縮の理由説明

労働契約法１９条

契約期間が満了する日までの間に労働者が当該有期労働契約の更新の申込

みをした場合又は当該契約期間の満了後遅滞なく有期労働契約の締結の申

込みをした場合であって、使用者が当該申込みを拒絶することが、客観的

に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められないときは、使

用者は、従前の有期労働契約の内容である労働条件と同一の労働条件で当

該申込みを承諾したものとみなす。

改正の背景
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労働条件の明示

法令2

更新上限の明示
2

更新上限の新設・短縮の理由説明

有期労働契約の締結、更新、雇止め等に関する基準 第１条（新設）

使用者は、期間の定めのある労働契約（以下「有期労働契約」という。）

の締結後、当該有期労働契約の変更又は更新に際して、通算契約期間（労

働契約法（平成十九年法律第百二十八号）第十八条第一項に規定する通算

契約期間をいう。）又は有期労働契約の更新回数について、上限を定め、

又はこれを引き下げようとするときは、あらかじめ、その理由を労働者に

説明しなければならない。

改正の背景
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労働条件の明示

制度改正のポイント
更新上限の明示

2
更新上限の新設・短縮の理由説明

事例1契約当初から更新上限が定められていた場合

更新上限の明示内容『通算契約期間の上限は２年間とする』

---------------

---------------

１回目の１年契約

労働契約締結時に労働条件を明示

• 変更の範囲
• 更新上限
• その他の明示事項

---------------

2回目の１年契約

労働契約更新時に労働条件を明示

〔明示事項は１回目と同じ〕
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労働条件の明示

制度改正のポイント
更新上限の明示

2
更新上限の新設・短縮の理由説明

事例2契約途中に更新上限を定める場合

---------------

---------------

2回目の１年契約

労働契約更新時に労働条件を明示

〔明示事項は１回目と同じ〕
---------------

3回目の１年契約

労働契約更新時に労働条件を明示

---------------

4回目の１年契約

労働契約更新時に労働条件を明示

更新上限を新設する
就業規則の変更など

更新上限の明示内容『通算契約期間の上限は４年間とする』

〔１回目の明示事項に以下を追加〕

・更新上限 ・更新上限

〔１回目の明示事項に以下を追加〕

更新の上限を新設する理由の事前説明

『当初予定していた出資が受けられず、

担当事業が縮小することになったため』
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労働条件の明示

就業場所・業務の変更の範囲の明示1

更新上限の明示
2

無期転換申込機会の明示

無期転換後の労働条件の明示

更新上限の新設・短縮の理由説明

転換後の労働条件の決定考慮事項の説明

制度改正のポイント 対 象 者 タイミング

全ての労働者

契約締結
及び

契約の更新

有期契約労働者
契約締結
及び

契約の更新

有期契約労働者
無期転換権

の
発生する更新ごと

3
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労働条件の明示

制度改正のポイント
無期転換申込機会の明示

無期転換後の労働条件の明示

転換後の労働条件の決定考慮事項の説明
3

締
結
又
は
更
新

無期転換申込権発生

無期労働
契約

更新 更新 更新 更新 更新

5 年

1 年 1 年 1 年 1 年 1 年 1 年

申込み

転
換

同一の使用者（企業）との間で、有期労働契約が５年を超えて更新された場合、

有期契約労働者からの申し込みにより、無期労働契約に転換されるルール。

無期転換ルール
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労働条件の明示

無期労働契約

制度改正のポイント
無期転換申込機会の明示

無期転換後の労働条件の明示

転換後の労働条件の決定考慮事項の説明
3

-----------------------

-----------------------

労働契約締結時に労働条件を明示

• 変更の範囲
• その他の明示事項

-----------------------
6回目の１年契約

-----------------------

7回目の１年契約

労働契約更新時に労働条件を明示

〔１回目の明示事項と同じ〕

労働契約更新時に労働条件を明示

〔6回目の明示事項と同じ〕

５年

1回目の１年契約 5回目の１年契約

11申 込 期 間 11申 込 期 間

無期転換申込権発生

• 無期転換申込機会
• 無期転換後の労働条件
併せて
• 均衡考慮事項の説明

申込みをせず契約更新した場合

無期転換を申し込んだ場合

労働条件を明示

• 変更の範囲
• その他の明示事項

契約期間１年の有期労働契約で、更新上限がない場合
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労働条件の明示

背景1
令和4年３月 多様化する労働契約のルールに関する検討会 報告書

有期契約労働者のうち、無期転換ルールに関して

内容について知っていることがある者は約４割にとどまる

（これらの労働者の無期転換に関する情報入手ルートは

勤務先が５割超と最も多くなっている）。

無期転換申込機会の明示

無期転換後の労働条件の明示

転換後の労働条件の決定考慮事項の説明
3改正の背景
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労働条件の明示

背景2令和4年３月 多様化する労働契約のルールに関する検討会 報告書

無期転換後の労働条件が分からなければ、労働者は

無期転換するかどうかを決めることができず、権利の行使を

ためらうことが考えられることから、使用者から労働者への

無期転換申込機会の通知等と共に、無期転換後の労働条件も

併せて通知することが適当である。

無期転換申込機会の明示

無期転換後の労働条件の明示

転換後の労働条件の決定考慮事項の説明
3改正の背景
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労働条件の明示

背景3
令和4年３月 多様化する労働契約のルールに関する検討会 報告書

無期転換後の労働条件に関し、有期労働契約の時点で

通常の労働者との待遇の相違について不合理とされる

可能性が高い相違が維持されたまま無期転換申込権の行使を

検討したり、無期転換したりするケースが起こりうる

無期転換申込機会の明示

無期転換後の労働条件の明示

転換後の労働条件の決定考慮事項の説明
3改正の背景
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労働条件の明示

背景4
令和4年３月 多様化する労働契約のルールに関する検討会 報告書

無期転換という局面は、パートタイム労働者が無期転換後も

パートタイムで働く場合を除き、有期労働契約時点では適用が

あったパート・有期労働法８条・９条の適用対象から外れる

時点で特殊性があるため、労使で認識のずれが生まれやすい

無期転換申込機会の明示

無期転換後の労働条件の明示

転換後の労働条件の決定考慮事項の説明
3改正の背景
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労働条件の明示

背景5

第５条（新設：無期転換後の労働条件に関する説明）

使用者は、労働基準法第十五条第一項の規定により、

労働者に対して労働基準法施行規則第五条第五項に規定する事項を

明示する場合においては、当該事項（同条第一項各号に掲げるものを除く。）に

関する定めをするに当たって労働契約法第三条第二項の規定の趣旨を

踏まえて就業の実態に応じて均衡を考慮した事項について、

当該労働者に説明するよう努めなければならない。

有期労働契約の締結、更新、雇止め等に関する基準

無期転換申込機会の明示

無期転換後の労働条件の明示

転換後の労働条件の決定考慮事項の説明
3改正の背景
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労働条件の明示

背景6

無期転換ルールの円滑な活用の促進を図るにあたって、

各企業における有期労働契約や無期転換制度の活用方法について、

労働市場に対しても積極的に情報を開示することが長期継続して

働きたい人材の確保につながるほか、労使の間で情報を共有する

ことが納得感の醸成につながると考えられるため、

これらの取り組みを促進することが重要

令和４年３月 多様化する労働契約のルールに関する検討会 報告書

無期転換申込機会の明示

無期転換後の労働条件の明示

転換後の労働条件の決定考慮事項の説明
3改正の背景
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労働条件の明示

労働条件通知書 主要様式 検索
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パンフレットのご紹介

検索いわゆる「シフト制」 留意事項
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パンフレットのご紹介

検索副業兼業 わかりやすい解説
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パンフレットのご紹介

検索月60時間 割増賃金率
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パンフレットのご紹介

検索年休 解説
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パンフレットのご紹介

検索労働条件明示 ルール



58/58

京

都

労 働 局

Ｋ Y O T O

Ｂｕｒｅａｕ

Ｌａｂｏuｒご 視 聴

あ り ごうとが いざ たしま ！
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